（第１号様式）
先端技術挑戦プロジェクト産学連携創出支援事業認定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　大分県知事　　　　　殿
住所（事業実施主体の所在地，郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　   名称（事業実施主体の名称）
　　　　　　　　　　　　　　   氏名（事業実施主体の代表者の氏名）　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　   連絡担当者（職名及び氏名）
　　　　　　　　　　　　　　   電話番号
　　　　　年度において、下記のとおり、先端技術挑戦プロジェクト産学連携創出支援（可能性調査枠／研究開発枠）事業を実施したいので認定されるよう、関係書類を添えて申請します。
記
１　テーマ

２　地域課題
３　事業の目的
４　事業完了予定年月日　　　　　令和　　年　　月　　日
５　添付書類
　(1) 事業計画書（別紙２）
  (2) 収支予算書（別紙３）
  (3) 誓約書（別紙４） 
  (4) 上記(2)収支予算書（別紙３）の積算根拠書類（例：見積書の写し等）
　(5) 決算書（直近３年間の貸借対照表、損益計算書、個別注記表等）
　　※決算書がない場合は、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類
  (6) その他知事が必要と認める書類
　※用紙のサイズはＡ４とする。

別紙２（第１号様式関係）
事　業　計　画　書
	プロジェクト名
	

	実施事業／
テーマ
	可能性調査枠又は研究開発枠どちらか一方を記載すること
	テーマを記載すること

	複数の事業者等を構成員とするコンソーシアム
（可能性調査は決定している場合に記載すること）
	代表構成員を記入する。

	その他構成員（県内に事業所をおく構成員には○をすること）



	担当者名及び連絡先
	所属（団体名・会社名等）
役職
氏名
電話番号／
ファックス番号／
メールアドレス／

	メンター（予定している場合）
	所属（団体名・会社名等）

役職

氏名

電話番号／

ファックス番号／

メールアドレス／

	１．事業の実施体制

	［事業実施主体、連携者を含め、プレーヤー毎にそれぞれの役割、技能、実績を明らかにした実施体制図等を記載すること（今後予定しているものでも可）］
※以降の枠内赤字部分については記載時の参考であり、申請書提出時には削除すること。（記載例はあくまで参考であり、参考のとおり記載しても採択に影響を及ぼすものではない）
コンソーシアム構成員（実施主体）

・株式会社●●●●

役割

　　補助事業代表者、●●分析、●●実装
技能・実績
　　
・●●●●株式会社
役割

　　●●分析の提供、実装支援
技能・実績

・国立大学法人●●大学
役割

　　●●●●技術の提供・技術支援
技能・実績

　　●●●●に関する学術的知識

	２．地域課題

	［当該プロジェクトにより解決を図る、県民の暮らしや企業の仕事における現在の課題について記載すること］
※以降の枠内赤字部分については記載時の参考であり、申請書提出時には削除すること。（記載例はあくまで参考であり、参考のとおり記載しても採択に影響を及ぼすものではない）
人口減少、少子高齢化による●●の担い手不足は様々な事業の停滞が起きており、より事業の効率化が重要となっている。特に～～～～～必要があるが人員不足もあり、～～～～～～の実施ができていない。
　また、～～～～の活用が期待されているが、～～～～～～～～～～～～～～されており、～～～～～～～の課題がある。
本プロジェクトでは～～～～～～～の活用により、～～～～～～を活かした～～～～～～～～～～の効率化を行うことが可能な～～～～～を研究開発する。

例えば、～～～～～～～～～～～～～～～～～～～や～～～～～～～～～～を組み合わせることでより具体的な～～～～～～～～～～～～～～となる。



	３．本プロジェクトで活用する技術 

	［プロジェクトで活用する技術の内容や将来性、技術に関する過去の研究経歴等の開発能力について記載すること。（※以降は、研究開発枠のみ）可能性調査枠で実施した調査を踏まえた新規性、独創性及び革新性のある技術、その技術における課題が明確で解決方法が適切であることを具体的に記載し、研究開発目標値（数値等）が適切な目標であることを記載すること。］
※以降の枠内赤字部分については記載時の参考であり、申請書提出時には削除すること。（記載例はあくまで参考であり、参考のとおり記載しても採択に影響を及ぼすものではない）
可能性調査で実施した、～～～～～～～～～～～～～～～を踏まえると、～～～～の技術は～～～～～～となり、●●の数値的な検証を行うことができ、「２．地域課題」に記載する～～～～～～の解決に向けて有用な技術となる。
　また、～～～の技術は～～～～などにも活用が可能であることが可能性調査で分かり、～～～～～としても活用が可能である。
　一方で、～～～～の技術における課題点として～～～～～～～～～～～～～～～が挙げられる。この課題を解決する方法として、～～～～における技術や、コンソーシアムメンバーである、～～大学の～～～研究室の研究技術を合わせることで、～～～～の課題を解決していく。
　このことから、本プロジェクトで実施する～～～～～～～～～～～～～～～に取り組むものとする。


	４．調査方法

	［プロジェクト達成に向けたコンソーシアムの組成先、事業化に向けた市場規模、競合性、優位性などのデータ収集、分析等、具体的な調査方法を記載すること］
※研究開発枠の場合は、記載不要
※以降の枠内赤字部分については記載時の参考であり、申請書提出時には削除すること。（記載例はあくまで参考であり、参考のとおり記載しても採択に影響を及ぼすものではない）
　本プロジェクトを実施する上では、～～～～に関する市場規模、競合性、優位性の調査を行う。調査方法については、～～～～を使用し、～～～～を行うことで、～～～～の調査が可能である。
　想定される技術としては、～～～～であり、本技術の研究開発を行う上では、～～～～が必要であるが、～～～～～～～～～については、当社単独で行うことが難しい。そのことから、～～大学の～～～研究室をコンソーシアム組成先として検討している。なお、～～大学～～～研究室においても同様の研究を行っていることから、候補先の一つとして検討を進めていく。

　また、～～～～の研究開発を行っている～～株式会社があるが、本研究は～～～～～～～～～～に親和性が高く、～～株式会社は～～～～～～～～などの市場ネットワークなども行っていることから、研究開発後のマーケットインにおいて有用なパートナー企業となり得る可能性があるため、～～株式会社へのコンソーシアム組成先として検討する。



	５．事業性

	［プロジェクト実現のための資金、人材、技術等の経営資源、想定する県内、国内及び海外市場の現状や今後の動向や販売促進戦略の検討、販売先、川下製造業者等（顧客）のニーズ、加えて事業化が達成された場合の県内企業等、産業への経済波及効果について具体的に記載すること］
※可能性調査枠の場合は記載不要
※以降の枠内赤字部分については記載時の参考であり、申請書提出時には削除すること。（記載例はあくまで参考であり、参考のとおり記載しても採択に影響を及ぼすものではない）
可能性調査で実施した、～～～～～～～～～～～～～～～を踏まえると、～～～～の技術を用いた本プロジェクトは～～～～～～や～～～～～～のニーズが想定されている。
　また、本プロジェクトを市場投下する上では、～～～などを継続して研究する必要があるが、これまで当社が実施してきた～～～～～～～～については本プロジェクトと親和性が高く、現状の人材、経営資源の活用が可能である。今後、本プロジェクトの市場拡大に伴い、～～～～～～～などの設備投資も想定されるが、それに合わせた人材確保の取り組みや～～～～～～なども計画しているため、継続した事業実施が可能となっている。


	６．将来性

	［当該プロジェクトにより磨き上げた基盤技術を活かして、コンソーシアムに含まれる県内企業が高付加価値企業へと成長・変革するような将来ビジョンを具体的に記載すること］
※以降の枠内赤字部分については記載時の参考であり、申請書提出時には削除すること。（記載例はあくまで参考であり、参考のとおり記載しても採択に影響を及ぼすものではない）
５．事業性でも述べたとおり、本プロジェクトは～～～～～～～～～であり、更なる事業展開や成長を見込むことが出来る。
　また、本プロジェクトが市場導入されることで、～～～～～～の課題を抱えた県内企業が～～～～～～などの効率化を行うことが出来るため、県内への波及効果も高い。

	６．働き方改革

	［申請するコンソーシアムに以下の企業が含まれているかについて記載すること］
      ・「おおいたワーク・ライフ・バランス推進優良企業表彰」受賞企業
　　　・「くるみん認定」又は「プラチナくるみん認定」を受けている企業
　　　・「しごと子育てサポート企業」の認定を受けている企業
　　　・価格転嫁の円滑化に関する「パートナーシップ構築宣言」企業
（例）
　　株式会社●●●●

　　●●●●年　「おおいたワーク・ライフ・バランス優良企業表彰」受賞

　　●●●●年　価格転嫁の円滑化に関する「パートナーシップ構築宣言」企業　宣言

　　●●●●株式会社
　　●●●●年　「くるみん認定」



	７．経営革新

	［申請するコンソーシアムに以下の企業が含まれているかについて記載すること］
　　　・中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の承認を受け、本事業の公募期間の終了日が属する年度の４月１日時点において当該計画の期間中である企業
　令和●年度●月承認


	８．実施時期

	［プロジェクトが事業年度中に完了する見込みであることを示すこと］
　※図でも可
　
　【事業全体スケジュール】
　（可能性調査枠対象スケジュール（今年度実施分））

　令和●年●月～●月　調査事項整理
　令和●年●月～令和●年●月　●●●技術に関する調査・検証
　令和●年●月～令和●年●月　●●●●に関する市場性調査
　令和●年●月～令和●年●月　コンソーシアム候補先との協議
　令和●年●月　●●●●技術展視察
　（研究開発枠対象スケジュール（次年度以降実施分））
　令和●年●月～●月　●●●●に関する開発
　令和●年●月～令和●年●月　●●●●に関する測定
　令和●年●月～令和●年●月　●●●●に関する効果測定
　令和●年●月～令和●年●月　●●●●に関する実証試験



	９．事業規模と資金計画

	項目


	事業費A+B
（円）
	補助金A

（円）
	自己資金B

（円）
	備考

	１　物品費
	
	
	
	

	２　人件費・謝金
	
	
	
	

	３　旅費


	
	
	
	

	４　その他

	
	
	
	

	補助対象外経費

	
	
	
	

	合計

	
	
	
	


［対象となる経費の積算等に不明な点があれば、別添「事務処理の手引き」を参照すること］
高等教育機関における経費が含まれる場合は、補助金の額の１／２を上限に、高等教育機関の補助率を 10／10 以内とする。
（添付書類）
①導入予定の設備等のカタログ等
②積算根拠書類（例：見積書の写し等）

③その他説明資料

別添
　経費の内訳
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象経費

（大分類）
	補 助 対 象 経 費
　　　　　（中分類）
	積　算　内　訳
 　 　　　
	備　考


	１　物品費
 
	（１）設備備品費

	
	

	 
	（２）消耗品費

	
	

	２　人件費・

謝金
	（１）人件費

	
	

	
	（２）謝金

	
	

	３　旅費

	（１）旅費

	
	

	
	（２）委員等旅費

	
	

	４　その他

	（１）外注費（業務請負費（ソフトウェア外注費含む）、保守費、改造修理費）
	
	

	
	（２）印刷製本費

	
	

	
	（３）会議費

	
	

	
	（４）通信運搬費（通信費、機械装置等運搬費）

	
	

	
	（５）光熱水料

	
	

	
	（６）その他（諸経費）（設備施設料、その他特別費等）
	
	

	合　計
	
	
	


　（注）消費税抜きの金額を記載すること
別紙３（第１号様式関係）
収　支　予　算　書
　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（単位：円）
	　　　区　　　分
	本年度予算額
	備　考

	県費補助金
自己資金

	
	

	　　　　　計
	
	


　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（単位：円）
	　区分
	本年度予算額
	備　考

	
	
	

	　　　　　計
	
	


　（注）補助対象経費のみ記載すること。
別紙４（第１号様式関係）
誓　約　書
　私は、下記の事項について誓約します。
　なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。
　また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。
記
１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第　　２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員が役員になっている事業者
（４）暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
（５）暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結し　　ている者
（６）暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者
（７）暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を　　有している者
（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを利用している者
２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又　は個人ではありません。
　　　令和　　年　　月　　日
　大分県知事　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　 住所（法人にあっては事務所所在地）

　　　　　　　　　　　　　 法人名
　　　　　　　　　　　　　 代表者職・氏名
 生年月日（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日（男・女）
※　県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者の役員に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
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